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東アジア各国は日本
の経済成長に追随

背景 日本の1人あたりGDP（2000年 PPP $：購買力平価）の推移と，

1990年における東アジア各国のGDPレベル
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ほとんどの国で急
速な経済成長！

背景 日本の1人あたりGDP（2000年 PPP $：購買力平価）の推移と，

2006年における東アジア各国のGDPレベル
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2 mil
500万人

1000万人

人口500万人を超える首都圏エリア

全52都市のうち，27都市がアジア

背景：アジアにおける大都市の形成

人口
凡例
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• アジア大都市の急成長：

欧米とは異なり，複数の問題が同時に発生

例）
– インフラへの投資の必要性（道路，鉄道 etc）

– モータリゼーションの制御に関する問題

– 不十分な財源 →インフラ不足

– 深刻化する環境問題

背景: アジア大都市における交通をどのように管理するか？

アジア大都市の交通問題を解決するに
は，新たな視点が必要！
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－ 東アジア大都市が抱える固有の課題

－ 特別な政策の必要性

– 東アジア大都市に固有な特徴を調査

– 課題の特定と政策のレビュー

– 実用的な施策の提案

Sustainable Transport for East Asian 
Megacities (STREAM)

国際共同研究：東アジア大都市における持続可能な交通

アジア交通学会（EASTS）の国際研究グループの１つとして活動

目的

背景
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現状、問題

•世界各国の経験

•アジア大都市の特徴
•新しい考え方の必要性

アジア大都市のた
めの長期的な戦略
的代替案の検討

ケース・
スタディ

概念的

枠組

アジア大都市に対する
特別な施策

研究アプローチ

東京

ソウル

香港

台北

バンコク

マニラ

北京

ジャカル
タ

ホーチミ
ン
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Part II. 比較分析 (ch 5)
• Existing conditions 
• Review of past policies
• Syntheis

Key Thematic Issues to be considered

Part I: 概念的枠組み

1 Background
2 Emerging concepts 
3 Specialties of Asian Megacities
4 Urban Transport Dynamics and 

Implication for Asian Megacities

背景: STREAM Report の構成

Part IV: 政策提言と結論

15. Strategic Framework and policy measures for Asian Megacities

16. Conclusions

10.Modal coordination and competition
11.Mitigating adverse impacts
12.Funding and financing
13.Institution and regulation

6. Transport and Regional Balance
7. Urban Structure and Transport 
8. Urban Road and Motorization
9. Public Transport

Part III.主要な課題と施策

書籍の出版 （2008年）
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自動二輪車の保有台数の急増

• 都市スプロールの原因

• 環境や安全への影響

メトロマニラ

東京

上海

バンコク

台北

ジャカルタ

ホーチミン

自動二輪車の保有台数（2004年）
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各都市の道路面積の比較

アジアの大都市では:
道路ネットワークが不十分かつ不完全な階層構造
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深刻な道路混雑！
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長期的視点からみた解決策として妥当か？

自動車保有台数を抑制する必要性は？
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都市道路とモータリゼーション：課題

• 所得増加とモータリゼーションの進展を如何に
切り離すか

• モータリゼーションを進展させずに道路ネット
ワークを如何に拡張するか

– モータリゼーションの制御施策の必要性：

燃料税，車両税，駐車規制・制御，etc
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政策レビュー：都市道路とモータリゼーション

Road system 
plan 1973

Compr. Trans 
Plan 1986

Fuel subsidy; 
ExW started

ExW construction by BOT and 
govt investment; 

Major road 
improvement

ExW pvt; rd 
sp account?

Bottle-neck improvement; car 
use control; U-turn scheme

3-in-1 car policy; ExW contd;
Less fuel subsidy; parking?

ExW network 
by public

Control on 
parking

Control on 
motorization

Control on 
motorization

2000~

Development of major radial and 
circumferential arterial roads, Construction of 
fly-overs in the late 80s

M. Manila

Fuel/veh tax & sp account (1954); Rail-road crossing Law 
(1961); Metro ExW* Law (1962); Arterial Rd Plan (1967) 

Tokyo

Expansion of general arterial 
roads

Jakarta

Road invest, 
car quota ‘94

Road system 
plan 1964, NMT

Shanghai

Road 
management

Major trunk road improve. 
and ExW construction

Basic road 
network plan

Taipei

Plan for Basic 
road infra

Bangkok

Road network expansion; 
Fuel/vehicle tax; conges. fee

Road Traffic Act (1961) ExW
Law (1970); Road managemt.

Seoul

1990s1980s1970s1960s
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• 燃料税/車両税
• 駐車規制・制御

東京，ソウル，台北

• モータリゼーション以前に燃料税
を導入→道路投資

• モータリゼーション制御（車両税，
駐車規制・制御）も同時実施

• 有料の都市高速道路

東京

• 道路拡張後にモータリゼーション
制御施策を実施

• 無料の都市高速道路

ソウル & 台北
But

• 莫大な道路投資
• 自動車保有制限 (ナンバー

プレート入札制度:US$ 7000 )
• 駐車政策

上海

• 有料道路の急拡張
• 低い燃料税/車両税
• 駐車規制・制御の欠如

バンコク，ジャカルタ

政策レビュー：まとめ

道路ネットワークの継続
的な拡張

全都市

• 自動車利用制限

メトロマニラ，ジャカルタ
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アジアにおける様々な公共交通
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Modal split （１９９８～２００４）

アジア大都市では公共交通の分担率は高い

バスとパラトランジットが主要な交通機関 モータリゼーションが
進展すると高い分担率を維持するのは困難！

機関分担率（徒歩，自転車除く） 1998~2004

0% 20% 40% 60% 80% 100%

HCMC

M. Manila

Jakarta

Bangkok

Shanghai

Seoul

Tokyo

Taipei

出所： Compilation by STREAM Study (2006)

Car Motorcycle Bus Rail Others

Others（Jeepney）

Motorcycle

BusCar

Car Motorcycle Bus

自動車 二輪車 バス

鉄道

その他（ジープニー）

鉄道

自動車

自動車

二輪車 バス

バス

二輪車
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地下鉄/MRT/LRTの整備延長と乗客密度 2004地下鉄/MRT/LRTの整備延長と乗客密度 2004

アジアの発展途上国では；

• ネットワーク規模が小さい

• 比較的乗客密度が高い
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2. Data source: Seoul (Sung 2007), rest from homepage of respective agencies

MRTシステムの持続可能な運営にとって，乗客数と運賃政策
が重要な要素となる

主要各国における地下鉄の運営状況の比較
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東京，ソウル，メトロマニラ：MRT
とバスの運賃は調和

バンコク，上海: バスの運賃が
MRTより非常に低い

東京

ソウル

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

台北

バンコク

上海

ジャカルタ

メトロマニラ

ﾎｰﾁﾐﾝ



（C）Dr. Surya Raj ACHARYA, Institute for Transport Policy Studies, 2007 30

0

0.04

0.08

0.12

0.16

0.2

0
5000

10000
15000

20000
25000

30000

Fa
re

: 
%

 o
f 

G
D

P 
pe

r 
ca

pi
ta

異なる収入レベルに対するMRTの運賃（1人あたりGDP比（％））
（10kmのラウンドトリップ）

東京

ソウル

台北

バンコクジャカルタ (BRT)

上海

マニラ

GDP/capita, PPP $ (Constant 2000 price)

ソウルは低運賃を維持

運営費補助金

都市鉄道網の拡張が遅

れる？

運
賃

（
1人

あ
た

り
G

D
P比

％
）

1人あたりGDP（PPP $，2000年価格）



（C）Dr. Surya Raj ACHARYA, Institute for Transport Policy Studies, 2007 31

4人

5人 (定員超！)
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4人

4人
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3人

2人

タクシーが安くなる同乗者数

3.68 1.91 7.02 Paris
4.13 1.40 5.78 Tokyo
1.44 3.03 4.37 London 
2.31 1.36 3.15 Rome
1.20 2.25 2.70 Frankfurt
1.25 2.00 2.50 New York
3.50 0.61 2.12 Taipei
2.11 0.95 2.00 Seoul
3.74 0.51 1.92 Hongkong
3.59 0.45 1.63 Singapore
3.63 0.40 1.45 Shanghai
2.50 0.44 1.10 Bangkok
2.92 0.26 0.75 Manila
1.14 0.37 0.42 Jakarta*

タクシー／
MRTMRTタクシー

タクシーとMRTの運賃比較 (US$) 2007年

*BRT

（料金は初乗り運賃）
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公共交通：課題

如何に公共交通の高い分担率を維持するか？

• 公共交通の全てのサービスレベルを改善！

• 他の交通機関との運賃の調和
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Bangkok

Buses by pvt operators; subway started (1974); subway 
expansion; Bus lanes, fare subsidy for subway; 

Seoul

1990s1980s1970s1960s

政策レビュー：公共交通
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近年の主要な政策イニシアティブ

1. MRTの優先的な建設・拡張： 全都市

− ソウル： 最も整備費用の低いプロジェクトを優先
（LRT，BRT）

− 上海，バンコク： 急速なMRT建設

− ジャカルタ，バンコク： BRT
− ジャカルタ，ホーチミン: MRTを計画・建設中

2. バスシステムの総合的な再編: 台北，ソウル

3. パラトランジットの合法化： メトロマニラ，バンコク
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ソウルにおけるバス再編

台北におけるバス再編

• 中央バスレーン

• 運賃：ICカード

• 乗継割り引き

• MRTとのサービス統合

• 高度なバス情報提供シ
ステム

実施施策：バス再編



（C）Dr. Surya Raj ACHARYA, Institute for Transport Policy Studies, 2007 36

ソウルと台北におけるバス再編 サービスの改善

政府の大きな介入段階的な再編

補助金あり：

公的部門の大きな財政負担
（直接補助）

補助金なし

（割引運賃に対するMRTか
らの間接的内部補助）

官民連携（運行は民間部門），
公的部門の大きな役割（運行
計画等）

民間部門による所有および
運行；公的部門による規制

運行会社数が多い （再編前）運行会社数が少ない

ソウル台北
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バス改革実施
Data source: Hwang (2005)

ソウルのバス運営赤字

バス再編 …

長期的な持続可能性

再編に伴う財政負担を考慮する必要がある

ソウルのバス運営赤字

バス再編

10
億

ウ
ォ

ン

• 再編の背後にある各都市特有の事情や過程
についても議論が必要

• 多額の補助金は，再編初期に生じる短期的調
整問題のみに起因していると思われる
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ジャカルタ：TransJakarta BRTシステム

アジア大都市のためのBRT
• MRTの低コスト代替システム？

• 輸送容量と道路スペースの問題

• BRT Vs MRT BRT + MRT



（C）Dr. Surya Raj ACHARYA, Institute for Transport Policy Studies, 2007 39

• ジープニーからエアコ
ンバン（FX）へのシフト

（メトロマニラ）

エアコン乗合
バン (10席)

ジープニー

• “バン”による輸送
の合法化

（バンコク）

利用者ニーズの変化と
パラトランジットの新形態
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国レベルの人口分布
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都市サイズの分布

アジアでは首都への過度の集中

都
市

人
口

（
百

万
人

）

都市（人口の順）

人口

ランクサイズルールに
基づく推定人口
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Bangkok MA 

Pathum Thani

Nonthaburi

hom

mut Sakhom
Samut Prakan

東京中心部:
面積: 616 sq km
人口: 8.1 mil

ソウル中心部:
面積: 606 sq km
人口: 10.3 mil

上海中心部:
面積: 812 sq km
人口: 10.1 mil

ジャカルタ中心部:
面積: 664 sq km
人口: 8.7 mil

マニラ中心部：

面積: 637 sq km
人口: 10.1 milアジアの大都市:

•高密度の中心 単一の中心
•半径 14-16 km, 800-1000万人 バンコク中心部：

面積: 600 sq km
人口: 4.5 mil

都市レベルでの人口分布
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東京とジャカルタのゾーン間トリップのパターン

東京 (1998) ジャカルタ 2002

Source: JICA (2004)

郊外から都心へ向かう交通量が非常に多い

ピーク時間帯の混雑（時間的にアンバランスな需要）

5 10 20 万トリップ
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首都圏及び郊外における人口の傾向

Seoul City
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主要課題: 公共交通主導の都市形態をどのように形成
するか?

Poly-centric decentralization

Mono-centric

Low density dispersion

•Car-oriented sprawl

Undesirable !

•Public-transport oriented 
poly-centric form

Desirable!

Or Transit corridor with 
weak centers

自動車依存型の拡散

→望ましくない

低密度で分散

公共交通主導により、複数の
中心を持つ都市形態が形成

→望ましい

複数の中心を持つ形

単一の中心

中心部に沿った公共交
通回廊
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公共交通と私的交通の効率性に関する都市密度の影響：世界の人口
２００万人以上の都市について

都市公共交通のロードファ
クター（ＬＦ）

道路走行速度

都市密度の変化は、公共交通と私的交通の効率性に対して
反対の影響を与える

…重要な政策的インプリケーション !

Data source: UITP (2001)

高 低 高 低
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競
争

性

私的交通

公共交通

都市密度
高 低

×◎経済： 経済的効率性

○◎社会： モビリティ、安全性

△◎環境： 環境へのやさしさ

低密度高密度公共交通の便益

都市密度の低下に
伴う公共交通の便益
の変化

公共交通の便益を最大にするため、高い都市密度
を維持することが必要
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交通によるCO2の排出:日本と米国

Data source: 運輸・交通と環境 （２００７）; 
M.J. Bradley (2007) 

日本

米国

航空

都市鉄道

都市バス

自動車

日本
米国

都市公共交通（鉄道とバス）は日米間で大きな相違

→ 都市密度や公共交通の乗客数の差が原因か？
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国土・都市構造における課題

• 均衡ある地域発展

大都市圏における過度の交通需要を軽減

• 高密度な都市形態

公共交通の乗客数の増加

• 複数の中心を有する都市構造

バランスある交通需要の分布

国土レベル

都市レベル
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Decentralization through 
Local Government Code 
1991; Weak enforcement/ 
Lack of guidelines related to 
transport

Enforce poly-
centric plan?

Planning code 
2002 

TOD, Impact 
fee

Emphasis on 
urban quality 

2000~

private sector land developers major players; 
new sub-centers developed in 1970s

M. Manila

Deregulation for urban 
regeneration in city core

Gave-up green-belt; Zoning (flexible), 
Development Promotion/control areas; New 
Towns, role of Land Readjustment

Tokyo

Weak land-use control; Private sector led land development in suburb (since 
1980) some like New Towns; trend of suburbanization but only housing

Jakarta

Land-market 
reform

Master Plan, 
1981, 1986

Major indust. 
Plants started

~as industrial 
center

Shanghai

New Town 
(failed)

Land development permit system; 
Subsidized public housing; Two-CBD

Taipei

Weak control; mismatch of infrastructure and FAR; role of 
private sector land developers; attempt to apply LR

Bangkok

New Town Development to 
supply affordable housing 

Urban planning and strong 
land-use control (green Belt) 

Seoul

1990s1980s1970s1960s

政策レビュー：土地利用と交通
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複数の中心を有する都市構造の展開：各国の比較

・官民による副都心開発の進展（←分権化された
行政区の存在）

マニラ

・鉄道ターミナル駅を中心とした複数の中心都市

・鉄道沿線の開発（住宅、商業地）

東京

・民間主導による高速道路ＩＣ周辺のニュータウン
開発（住宅、ショッピングセンター）

ジャカ
ルタ

・政府主導による鉄道ターミナル駅周辺の副都心
開発

上海

・新CBD; 鉄道沿線の開発（住宅、商業地）台北

・幹線道路沿いのリボン状の都市開発と大型ショッ
ピングセンターの開発

バンコ
ク

・政府主導による複数の大規模ニュータウン開発

・鉄道開発との調整が不十分

ソウル
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結論

• 途上国大都市の自動車保有レベルはまだ低いが成長
率は高い 経済成長とモータリゼーションを関連させ
ない必要性 (燃料税・車両税や駐車規制）

• バス再編やＭＲＴへの投資を主導的に進めることは正し
い方向であるが、バス再編は継続的に実施するべき

• 異なった公共交通機関の運賃レベルは、定期的に調整
される必要がある；再編初期でのやや高い運賃負担は
自然である

• 最も重要なことは、高密度で複数の中心を有する都市
構造を発展させることである；さもなければ公共交通は
効率的に運営できない
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ご清聴，有難う御座いました．


